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Ⅰ.一般社団法人日本マンション管理士会連合会
（以下「日管連」という。）の取組み

• マンション管理士賠償責任保険

日管連の全国会員団体所属するマンション管理士が、過失で契約先管理組合に損害を与えた場合に、
マンション管理士賠償責任保険にて賠償をする保険を完備

• マンション管理適正化診断サービス

日管連の全国会員団体に所属するマンション管理士が「業務マニュアル」に定めた共用部分の管理状

況を診断

• 管理組合損害補償金給付制度

外部専門家等管理者方式やその他管理組合の外部専門家等監事等の役員として管理組合資金口座の銀
行印を預かる場合に、日管連が会員会所属マンション管理士の不正行為による管理組合の損害を補償

1



マンション管理士賠償責任保険
※他の士業等では加入が義務付けられている事が多い
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• 平成２３年１月１日よりサービス提供

• 対象は日管連会員会所属マンション管理士

• 標準タイプ及び第三者管理者補償付きタイプ

（個人情報取扱事業者追加条項と人格権侵害担保追加条

項がセット）

共に業務行為賠償5,000千円～1億円

身体障害賠償50,000千円～3億円
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マンション管理適正化診断サービス
概要説明
※各種の診断・評価制度の中で唯一、修繕履歴を評価

• 平成２７年７月１日よりサービス提供

• 管理組合の申し込みにより同診断を実施、組合負担なし

• 所定の研修受講と「マンション管理士賠償責任保険」加入の条件

を満たした診断マンション管理士

• 診断結果として診断項目チェック表と診断レポートの提供

• 診断評価は満点を100ｐとして換算、「S」「A」「B」の三段階と

して表記
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マンション管理適正化診断サービス

目的

• 本診断にて管理計画認定基準を網羅しておりワンス

トップで認定申請を可能としている

• マンション管理の重要性の社会的認知度の促進→特に

管理組合員においての関心度の引き上げ

• 高経年マンションの高額保険料負担における財政破綻

予防
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診断項目チェックリスト（一部）



マンション管理適正化診断サービス

メリット（インセンティブ）と実績
• 診断結果を採用する損害保険会社から評価を

反映した管理組合火災保険の見積の提供（高評価による割引）

• 同様に「S」評価の場合には、診断マンションの

個別専有部における火災保険の割引適用

• 「S」評価マンションにはS評価ステッカーの贈呈

• ネット住宅情報機関に管理状況評価として「S」及び「A」評価の記載

診断件数 令和６年９月末日現在 ２１，７１４棟

全国121,427万棟（不動産流通推進センター・不動産業統計集）における約１７．８％
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管理組合損害補償金給付制度
概要説明
• 平成３０年９月より制度運用開始

• 総会監督型外部管理者方式やその他管理組合監事等の役員として日

管連会員会所属マンション管理士や、管理会社管理者方式における

マンション管理士監事が管理組合資金口座の銀行印を預かる業務で

のマンション管理士の不正行為による管理組合に損害与えた場合の

実害補償制度

Attention！「外部管理者管理者方式等に関するガイドライン」P113

における管理会社管理者方式におけて通帳・印鑑等の保管体制「管理

組合財産の預金口座の印鑑等は、監事が保管することが望ましい」

ではマンション管理士に銀行印を預けるのは安全なのか？

→この給付制度を利用することが理想と考えられる！

6



管理組合損害補償金給付制度
概要説明 ２

• 損害補償金は３億円を上限として、実際の損害額を補償

• 認定マンション管理士制度の創設

所定の研修受講 効果測定試験制度

• 「マンション管理士賠償責任保険」（マンション管理士管理者

の場合は第三者補償付きタイプ）加入の条件を満たした認定マ

ンション管理士が受託した業務に対して補償

• 管理組合銀行印はマンション管理士監事が預かる建付けとして、

日管連の共通印に印鑑変更。

• 引出しの都度、マンション管理士監事が確認をして銀行払出用

紙を日管連に送り、日管連で支払押印。
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管理組合損害補償金給付制度
期待される効果
管理会社管理者業務を包括した新たな管理形態の創出

＜対象とされる管理形態＞

• マンション管理士による外部管理者（総会監督型）

• マンション管理業者管理者物件におけるマンション管理士よ

る監事職（組合資金口座印は監事保管※実質は日管連本部で

の共通印）

Attention！日管連ではHPに右記載の「外部専門家管理者方式

への移行における安全度チェックリスト」を公開。
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名古屋市独自事業

・専門化派遣事業（名古屋市届出マンション、通算6回まで無料）

・外部役員派遣等支援事業（国交省補助事業）・・・入札等

助言指導、長期修繕計画作成支援、外部役員派事等

★令和2年3月 愛知県会は名古屋市と「マンションの管理の適正化等 の推進に関する協定」を締結

10 Ⅱ.日管連と地方公共団体との取り組合み
（一社）愛知県マンション管理士会と名古屋市との例

維持管理に課題を抱える名古屋市の分譲マンションに対して、管理組合等の自律的運営による適
正管理を促進、又は管理水準の底上げを行うため、名古屋市から委託された当会会員であるマン
ション管理士が管理組合に出向き、「助言・指導」、「長期修繕計画作成支援」、「外部役員派遣」、
の3つの事業を実施し、各管理組合等を支援。
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（１）助言指導 実施した当会管理士からの事例報告（別紙）

■業務内容（プッシュ型支援）

マンション実態調査や名古屋市への届出書（名古屋市条例）内容に基づき、名古屋市が要支援マンション

と位置付けた４基準（①集会年1回未実施、②管理規約なし、③修繕積立金なし、④大規模修繕が30年以

上実施されていない）のどれかに該当するマンション及び、届出書が提出されていないマンションへ、管理

士が数回訪問（初回は名古屋市担当者と同行）し、管理運営状況のヒアリング→課題抽出→課題解決に向

けた名古屋市支援事業の活用提案などを「アドバイスシート」に記載の上で助言する事業。

■実施結果（令和５年度）

①対象マンション 計91件 （要支援マンション67件、未届けマンション24件）

②アドバイスシート提出状況 52件（全91件中）

③フォローUP訪問 10件 前年訪問先で継続的に支援が必要なマンション

11 （一社）愛知県マンション管理士会と名古屋市との例
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（２）長期修繕計画作成支援業務

■業務内容

• 長期修繕計画を有していない20件（棟）の管理組合を対象に、 (公財)マンション管理

センターの「長期修繕計画作成・修繕積立金算出サービス」を利用して長期修繕計画を作成し、作成した
長期修繕計画を総会や理事会等で説明し、マンションを適正に管理するため計画的な資金の積立と修繕
工事の重要性を周知した。

• 派遣管理士のマンション訪問は最大5回までで、総会承認業務は含まない。

• マン管センターのシステム利用料（1棟約21,000円)等は管理組合負担

• 基本は設計図書（図面）がある先で単棟型だが、一部団地型や図面無しでも可能と判断した場合はモ
デルとして実施した。（図面無しマンションは建築系資格者が対応）

■支援結果（令和５年度） 20棟で実施 ・築年数平均 36年 ・平均戸数 28戸

・修繕積立金（㎡／円・月額） 現行 146円 改正 264円 約2.35倍

12
（一社）愛知県マンション管理士会と名古屋市との例
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（３）外部役員派遣業務

■支援結果（令和５年度）

• 主担当（実務経験者）と、従担当（実務を体験・勉強したい管理士）の２名１組で５件の管理不全マンショ
ンへ外部役員派遣業務を実施した。

• 前年からの継続先３件が終了し、令和5年開始した先２件は次年度も継続予定。

• 令和4年度実施し終了した先1件へ、フォローUPを実施した。

13
（一社）愛知県マンション管理士会と名古屋市との例

■外部役員派遣業務の業務内容
・名古屋市が指定した管理に問題がある分譲マンションへ外部役員として、管理組合運営の適正化に向
けた支援を行う。
2名１組で行う。最大2年間。
・派遣する外部役員（管理士）が理事長に選任されることは禁止、また総会における議決権及びその代
理権を有しない。
・支援対象は、申請があったマンションに名古屋市が審査し承認した先。
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指定認定事務支援法人

• 東京都品川区他、浜松市、兵庫県、福岡県等で、各地の都道府県マンション管

理士会が指定を受けています。

ご清聴ありがとうございました。
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